
 
 
 
 
２００７ 年 ２ 月期     個別財務諸表の概要       2007年 4月 13日 
上 場 会 社 名         株式会社ポスフール                  上場取引所 東京証券取引所（市場第一部） 
コ ー ド 番 号         7512                                                札幌証券取引所 
（ＵＲＬ  http://www.posful.co.jp ）                 本社所在都道府県 北海道 
代  表  者 役職名 代表取締役社長     氏名 植村 忠規 
問合せ先責任者 役職名 経営管理本部長     氏名 天廣 俊彦  ＴＥＬ (011)865－9405 
決算取締役会開催日 2007年 4月 13日       配当支払開始予定日 －  
定時株主総会開催日 2007年 5月 30日        単元株制度採用の有無  有(１単元100株) 
 
１． 2007年 2月期の業績(2006年 3月 1日～2007年 2月 28日) 
(1)経営成績                                 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
2007年 2月期 
2006年 2月期 

112,762   △1.3 
114,250   △2.5 

1,433   100.4 
715      － 

1,028   141.5 
426      － 

 
 

当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当た り当期純利益  

自 己 資 本 
当期純利益率 

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高 
経 常 利 益 率 

 百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2007年 2月期 
2006年 2月期 

△17,151    － 
707    － 

△789  59 
29  50 

－   
－   

△161.3  
    3.6  

1.4 
0.5 

0.9 
  0.4 

(注) ①期中平均株式数 2007年 2月期   21,722,508株    2006年 2月期     23,977,551株 
    ②会計処理の方法の変更 無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

2007年 2月期 
2006年 2月期 

        69,287 
      82,875 

 

         1,713 
    19,554 

 

       2.5 
      23.6 

 

79   40  
   869   71  

(注)  ①期末発行済株式数   2007年 2月期  21,584,426株 2006年 2月期  22,484,426株 
   ②期末自己株式数     2007年 2月期   2,904,590株 2006年 2月期   2,004,590株 

 
２．2008年 2月期の業績予想(2007年 3月 1日～2008年 2月 29日) 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通   期 

54,400    
111,900    

260    
1,500    

230    
1,400    

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  64 円 86 銭 
  
３．配当状況 

・現金配当 1 株当たり配当金（円） 

 中間期末 期末 年間 
配当金総額 

（百万円） 
配当性向 

（％） 
純資産 

配当率(％) 

2006 年 2 月期 － 5.00 5.00 112   16.9   0.6   

2007 年 2 月期 － － － －  －  －  

2008 年 2 月期（予想） － － －    

 

 

 

 

 

 

（注）上記の予想は、2007年 4 月 23 日付で予定しておりますイオン株式会社への第三者割当増資（57 ページ参照）
及び 2007年 8 月 21 日付で承継を予定しておりますイオン株式会社との吸収分割契約（58 ページ参照）の影響
を考慮しておりません。 

 
※ 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、

今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
 



貸　借　対　照　表
（単位：百万円）

期　　別   　
比較増減

科　　目

％ ％

Ⅰ

6,785 7,392 △ 607

- 16 △ 16

1,380 1,447 △ 67

9,348 9,639 △ 291

9 9 0

32 34 △ 2

708 683 25

- 396 △ 396

974 1,022 △ 48

1年以内返還予定長期差入保証金 436 415 20

160 134 25

△ 4 △ 5 1

19,831 28.6 21,187 25.6 △ 1,355

Ⅱ

※1 27,519 28,448

15,366 12,152 14,863 13,585 △ 1,432

2,516 2,546

1,582 933 1,488 1,057 △ 124

1,763 1,793

1,345 418 1,394 399 19

※1 6,791 7,273 △ 482

34 26 8

20,330 29.4 22,342 26.9 △ 2,011

1,812 1,814 △ 2

941 1,243 △ 302

146 165 △ 18

1,515 1,855 △ 340

463 523 △ 60

4,879 7.0 5,602 6.8 △ 723

※1,6 1,141 1,263 △ 122

※1 1 - 1

39 41 △ 2

2,986 3,005 △ 19

2,150 2,200 △ 50

1,106 1,079 26

- 7 △ 7

329 280 49

254 - 254

- 396 △ 396

※4 5,456 5,548 △ 91

※5 19,268 19,703 △ 435

206 376 △ 169

△ 8,696 △ 180 △ 8,515

24,245 35.0 33,723 40.7 △ 9,477

49,455 71.4 61,667 74.4 △ 12,211

Ⅲ

- 20 △ 20

- 0.0 20 0.0 △ 20

69,287 100.0 82,875 100.0 △ 13,587

(6) 関係会社長期貸付金

長期前払費用

長期債権

(9) 前払年金費用

繰延資産合計

(5)

(4) 関係会社出資金

投資有価証券

ソフトウエア

借地権

(3)

(4)

(1)

（ 資 産 の 部 ）

繰延資産

商品

流動資産

１．

２．

３．

４．

受取手形

売掛金

１． 社債発行費

無形固定資産合計

(7) 従業員長期貸付金

(10)

(11)

(8)

投資その他の資産合計

第　28　期第　29　期
（ 2007年 2月28日現在 ）

金 額金 額 構成比構成比

（ 2006年 2月28日現在 ）

現金及び預金

資産合計

繰延税金資産

その他

長期差入保証金

貸倒引当金

(12)

固定資産合計

(13)

７．

繰延税金資産

(1)

10．

11．

建設仮勘定

その他

施設利用権

土地

借家権

(4)

６．

８．

(2)

１．

前渡金

減価償却累計額

未収入金

その他

貸倒引当金

流動資産合計

建物

減価償却累計額

有形固定資産

貯蔵品

前払費用

(3)

固定資産

９．

５．

構築物

減価償却累計額

器具備品

(1)

(5)

無形固定資産

(2)

２．

有形固定資産合計

投資その他の資産３．

(2) 関係会社株式

(3)

(5) 長期貸付金

出資金
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（単位：百万円）

期　　別   

比較増減

科　　目

％ ％

Ⅰ

103 154 △ 51

※1 8,622 7,240 1,382

12,500 12,600 △ 100

※1 7,094 7,322 △ 228

2,920 2,100 820

1,042 1,219 △ 177

172 433 △ 260

519 488 31

102 159 △ 56

169 188 △ 18

640 637 2

343 324 18

1 - 1

116 110 6

8 - 8

99 - 99

904 408 495

396 50 346

35,758 51.6 33,438 40.3 2,320

Ⅱ

1,130 4,050 △ 2,920
※1 19,416 19,811 △ 394

451 - 451

- 840 △ 840

91 261 △ 170

4,400 - 4,400

319 - 319

4,658 4,706 △ 47

1,140 - 1,140

206 211 △ 4

31,814 45.9 29,881 36.1 1,932

67,573 97.5 63,320 76.4 4,253

Ⅰ ※2 - - 4,099 4.9 △ 4,099

Ⅱ

- 3,644 △ 3,644

- - 3,644 4.4 △ 3,644

Ⅲ

- 358 △ 358

- 106

- - 11,300 11,406 △ 11,406

- 728 △ 728

- - 12,494 15.1 △ 12,494

Ⅳ ※6 - - 468 0.6 △ 468

Ⅴ ※3 - - △ 1,151 △ 1.4 1,152

- - 19,554 23.6 △ 19,554

- - 82,875 100.0 △ 82,875

13． 役員賞与引当金

繰延税金負債

社債

２．

１．

３．

16． 構造改革損失引当金

７． 構造改革損失引当金

利益剰余金合計

その他有価証券評価差額金

自己株式

資本合計

２． 任意積立金

３． 当期未処分利益

(1) 固定資産圧縮積立金

(2) 別途積立金

資本剰余金合計

利益剰余金

１． 利益準備金

資本金

資本剰余金

１． 資本準備金

１年以内償還予定社債

18．

12．

14．

15．

販売促進引当金

店舗閉鎖損失引当金

17．

５．

６．

３．

４．

第　28　期
（ 2006年 2月28日現在 ）

金 額構成比 構成比

第　29　期
（ 2007年 2月28日現在 ）

金 額

１．

２． 買掛金

支払手形

（ 負 債 の 部 ）

負債・資本合計

流動負債

１年以内返済予定長期借入金

短期借入金

設備関係支払手形

賞与引当金

預り金

未払費用

未払金

未払法人税等

未払消費税

前受金

固定負債

その他

流動負債合計

７．

11．

８．

９．

（ 資 本 の 部 ）

４．

８． 長期預り保証金

10．

９． 長期未払金

10．

固定負債合計

負債合計

退職給付引当金

長期借入金

５． 役員退職引当金

その他

６． 店舗閉鎖損失引当金
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（単位：百万円）

期　　別   

比較増減

科　　目

第　28　期
（ 2006年 2月28日現在 ）

金 額構成比 構成比

第　29　期
（ 2007年 2月28日現在 ）

金 額

Ⅰ

※2 4,099 5.9 - - 4,099

3,644 -

3,644 5.3 - - 3,644

358 -

106 -

11,700 -

△ 16,935 -

△ 4,769 △ 6.9 - - △ 4,769

△ 1,664 △ 2.4 - - △ 1,665

1,309 1.9 - - 1,309

Ⅱ

404 0.6 - - 404

404 0.6 - - 404

1,713 2.5 - - 1,713

69,287 100.0 - - 69,287

繰越利益剰余金

固定資産圧縮積立金

別途積立金

その他利益剰余金(2)

評価・換算差額等

１． その他有価証券評価差額金

利益剰余金合計

４． 自己株式

株主資本合計

負債・純資産合計

株主資本

１． 資本金

２． 資本剰余金

資本準備金(1)

純資産合計

評価・換算差額等合計

資本剰余金合計

３． 利益剰余金

利益準備金(1)

（ 純 資 産 の 部 ）
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損　益　計　算　書
        （単位：百万円） 

期     別  

比較増減

科     目

％ ％

Ⅰ    売上高 ※1 112,762 100.0 114,250 100.0 △ 1,488

Ⅱ  売上原価 ※1 85,168 75.5 86,227 75.5 △ 1,058

売上総利益 ※1 27,593 24.5 28,023 24.5 △ 430

Ⅲ   営業収入

賃貸料収入 3,770 3,630

その他の営業収入 2,300 6,070 5.4 2,298 5,928 5.2 141

営業総利益 33,664 29.9 33,952 29.7 △ 288

Ⅳ    販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,987 2,066

販売手数料 1,100 1,118

荷造運送費 1,756 1,707

給料手当 3,853 3,925

雑給 5,634 5,796

従業員賞与 723 439

賞与引当金繰入額 343 324

役員賞与引当金繰入額 1 -

法定福利・厚生費 1,271 1,232

退職給付費用 125 151

修繕・保安衛生費 2,079 2,075

照明冷暖房費 2,019 1,990

賃借料 6,753 7,646

減価償却費 1,453 1,452

その他 3,127 32,230 28.6 3,309 33,236 29.1 △ 1,006

営業利益 1,433 1.3 715 0.6 718

Ⅴ  営業外収益

受取利息 ※2 241 241

受取配当金 12 9

匿名組合出資利益 ※3 202 198

テナント退店解約金 25 10

雑収入 47 529 0.4 85 545 0.5 △ 16

14．

15．

８．

12．

13．

３．

５．

６．

７．

９．

２．

４．

自　2006年 3月 1日
至　2007年 2月28日

百分比

第    29    期 第    28    期

金        額 金        額

自　2005年 3月 1日
至　2006年 2月28日

５．

１．

11．

百分比

１．

１．

10．

４．

２．

３．

２．
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         （単位：百万円） 

期     別  

比較増減

科     目

Ⅵ  営業外費用 ％ ％

支払利息 667 548

社債利息 42 58

社債発行費償却 20 56

雑損失 204 934 0.8 171 835 0.7 99

経常利益 1,028 0.9 426 0.4 602

Ⅶ  特別利益

役員退職引当金戻入益 19 -

貸倒引当金戻入益 4 -

債権回収益 - 23 0.0 1,839 1,839 1.6 △ 1,816

Ⅷ  特別損失

貸倒引当金繰入額 8,666 166

店舗閉鎖損失 ※4 4,426 101

減損損失 ※5 3,255 -

構造改革損失 ※6 444 -

前期損益修正損 ※7 2 272

システム再構築に伴
う損失

- 210

退職給付会計基準変
更時差異償却額

- 95

その他 53 16,848 14.9 55 902 0.8 15,945

税引前当期純利益又
は税引前当期純損失
（△）

△ 15,796 △ 14.0 1,363 1.2 △ 17,159

法人税、住民税及び
事業税

67 69

法人税等調整額 1,287 1,355 1.2 586 655 0.6 699

当期純利益又は当期
純損失（△）

△ 17,151 △ 15.2 707 0.6 △ 17,859

前期繰越利益 - 21 △ 21

当期未処分利益 - 728 △ 728

２．

１．

１．

百分比

第    28    期
自　2005年 3月 1日
至　2006年 2月28日

６．

７．

３．

３．

４．

８．

４．

２．

５．

１．

自　2006年 3月 1日
第    29    期

百分比金        額 金        額

至　2007年 2月28日

３．

２．
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

 当事業年度（ 自 2006年 3月 1日　至 2007年 2月28日 ）

（単位：百万円）

株主資本

4,099 3,644 3,644 358 106 11,300 728 12,494

剰余金の配当 △ 112 △ 112

別途積立金の積立 400 △ 400

当期純損失（△） △ 17,151 △ 17,151

自己株式の取得

- - - - - 400 △ 17,664 △ 17,264

2007年 2月28日残高 4,099 3,644 3,644 358 106 11,700 △ 16,935 △ 4,769

株主資本 評価・換算差額等

△ 1,151 19,086 468 468 19,554

剰余金の配当 △ 112 △ 112

別途積立金の積立 -

当期純損失（△） △ 17,151 △ 17,151

自己株式の取得 △ 513 △ 513 △ 513

△ 63 △ 63 △ 63

△ 513 △ 17,777 △ 63 △ 63 △ 17,841

2007年 2月28日残高 △ 1,664 1,309 404 404 1,713

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

利益準備金

2006年 2月28日残高

繰越
利益剰余金

資本剰余金
合計

利益剰余金

別途積立金

資本剰余金

事業年度中の変動額合計

2006年 2月28日残高

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

その他
有価証券

評価差額金

株主資本
合計自己株式

利益剰余金
合計資本準備金

資本金

純資産合計評価・換算
差額等合計
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　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　（単位：百万円）

期    別
 

　科    目

Ⅰ. 当期未処分利益 728

Ⅱ. 利益処分額

１． 配当金 112

２． 任意積立金

（１） 別途積立金   400 512

Ⅲ.  次期繰越利益 216

株主総会承認日 2006年 5月29日

自  2005年 3月 1日
至　2006年 2月28日

１株につき
 5円00銭

利益処分計算書

金    額

第   28   期
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- 45 -

（ 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 ）

第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

当社は、当事業年度において大幅な損失を計上し

たことによりシンジケートローン（2007年２月28日
現在残高 19,935百万円）の財務制限条項に抵触す

る事実が発生しております。当該状況により、当社

には継続企業の前提に関する重要な疑義が存在して
おります。

当社は、当該状況を解消すべく、自己資本の充実
による財務体質の強化を図るため、2007年４月２日

開催の当社取締役会において、イオン株式会社に対

しての第三者割当増資及びイオン株式会社の北海道
の総合小売業（ジャスコ・イオンスーパーセンター

11店舗）を承継する吸収分割契約の締結を決議しま
した。第三者割当増資については、4,002百万円

（予定）の増資手続を2007年４月23日に完了する予

定であります。また、吸収分割契約についても2007
年４月２日付で既に契約の締結も完了し、分割期日

（2007年８月21日予定）の資産及び負債（2007年１

月20日現在 資産 26,266百万円・負債 15,095百万
円）を承継する予定であります。尚、当該増資によ

りイオン株式会社の連結子会社になることにより、
イオングル－プとのインフラの共有化、スケールメ

リット及びイオン株式会社とのシナジー効果を生か

したコストの低減により事業競争力の強化と収益力
の向上を図ります。

また、株主総会（2007年５月30日）後に取引金融
機関に対し、シンジケートローン契約の当該条項の

適用免除を含む契約変更等を要請する予定でありま

すが、当該増資及び吸収分割について各金融機関よ
り一定の理解を得ていることから、契約変更につき

承諾を得ることができるものと確信しております。
財務諸表は継続企業を前提として作成しており、

このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映し

ておりません。
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重 要 な 会 計 方 針

期 別 第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日

項 目 至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

１．有価証券の評価基準及び その他有価証券 その他有価証券
評価方法 (1) 時価のあるもの (1) 時価のあるもの

決算日の市場価格に基づく時価 決算日の市場価格に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入 法（評価差額は全部資本直入法
法により処理し、売却原価は移 により処理し、売却原価は移動

動平均法により算定） 平均法により算定）
(2) 時価のないもの (2) 時価のないもの

移動平均法による原価法 同左

２．たな卸資産の評価基準及 (1) 商品 (1) 商品

び評価方法 売価還元法による原価法 同左
(2) 貯蔵品 (2) 貯蔵品

最終仕入原価法 同左

３．固定資産の減価償却の方 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

法 定額法を採用しております。 定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと なお、主な耐用年数は以下のと
おりであります。 おりであります。

建物 15～47年 建物 15～47年

構築物 10～20年 構築物 10～20年

器具備品 ５～10年 器具備品 ５～10年
（会計方針の変更） （会計方針の変更）

当期より「固定資産の減損に係る 有形固定資産（ただし、建物付属

会計基準」（「固定資産の減損に 設備は除く建物以外）の減価償却

係る会計基準の設定に関する意見 方法につきましては従来、定率法
書」（企業会計審議会 平成14年 を採用しておりましたが、当期よ

８月９日））及び「固定資産の減 り定額法に変更いたしました。

損に係る会計基準の適用指針」 この変更は、近年における賃借物

（企業会計基準委員会平成15年10 件の取得、既存店舗の改装・増
月31日 企業会計基準適用指針第６ 築、新規出店に伴い設備投資が増

号）を適用しております。 加しており、これを機にすべての

この変更により、営業利益及び経 有形固定資産の使用状況を見直し

常利益が435百万円増加し、税引前 た結果、有形固定資産は今後長期

当期純損失が2,772百万円増加して 安定的に使用され、設備投資の効
おります。 果も毎期規則的に現れると考えら

なお、減損損失累計額について れるので、より適切な費用配分に

は、改正後の連結財務諸表規則に 基づく合理的な期間損益計算を行

基づき各資産の金額から直接控除 うため、定額法を採用することと
しております。 したものであります。

この変更に伴い、従来の方法によ

った場合と比較して減価償却費は

476百万円減少し、経常利益は同額
増加し、税引前当期純利益は同額

増加しております。
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期 別 第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日

項 目 至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
定額法を採用しております。な 同左

お、ソフトウェア（自社利用）
については、社内における見込

利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。

４．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費 (1) 社債発行費

３年間で毎期均等額を償却して 商法施行規則の規定により３年

おります。 間で毎期均等額を償却しており
ます。

５．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

一般債権については貸倒実績率 同左

により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を
計上しております。

(2) 賞与引当金 (2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の 同左
支出に充てるため、将来の支給

見込額のうち当期の負担額を計
上しております。

(3) 役員賞与引当金 (3)

役員に対して支給する賞与の支
出に充てるため、将来の支給見

込額のうち当期の負担額を計上
しております。

（会計方針の変更）

役員賞与については、従来利益処
分案により株主総会の決議を経て

未処分利益の減少として処理して

おりましたが、当期より「役員賞
与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 企
業会計基準第４号）を適用し、将

来の支給見込額のうち当期の負担

額を役員賞与引当金に計上してお
ります。

この結果、従来の方法によった場
合と比較して、販売費及び一般管

理費の役員賞与引当金繰入額が１

百万円増加し、営業利益及び経常
利益がそれぞれ同額減少し、税引

前当期純損失が同額増加しており
ます。



- 48 -

期 別 第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日

項 目 至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

(4) 販売促進引当金 (4) 販売促進引当金

当社はポスフールカード会員の 同左

累積購買金額に基づき販売促進
券（ポスフールお買物感謝券）

を交付しております。
当該販売促進券の利用による将

来の費用負担に備えるため、当

事業年度末における累積購買金
額及び利用実績率に基づき、将

来利用されると見込まれる額を

引当計上しております。
(5) 店舗閉鎖損失引当金 (5)

将来の店舗閉鎖に伴い、発生す
ると見込まれる損失額を計上し

ております。

(6) 退職給付引当金 (6) 退職給付引当金
従業員の退職金給付に備えるた 従業員の退職金給付に備えるた

め、当事業年度末における退職 め、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額 給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。な に基づき計上しております。な

お、数理計算上の差異は、各事 お、会計基準変更時差異（478
業年度の発生時における従業員 百万円）については、５年によ

の平均残存勤務期間以内の一定 る按分額を費用処理しておりま
の年数（10年）による定額法に す。数理計算上の差異は、各事

より按分した額をそれぞれ発生 業年度の発生時における従業員

の翌事業年度より費用処理して の平均残存勤務期間以内の一定
おります。過去勤務債務は、そ の年数（10年）による定額法に

の発生時の従業員の平均残存勤 より按分した額をそれぞれ発生

務期間以内の一定の年数（１ の翌事業年度より費用処理して
年）による定額法により費用処 おります。

理しております。
(7) 役員退職引当金 (7) 役員退職引当金

役員の退職慰労金の支出に備 同左

えて、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

なお、2004年４月の取締役会に
おいて役員退職慰労金内規の改

訂を行い、2004年３月以降の役

員退職慰労金の新規積立を停止
することを決議しました。その

ため、2004年３月以降の役員退
職慰労金の引当計上は行ってお

りません。

(8) 構造改革損失引当金 (8)
事業構造改革の取り組みにお

ける経費圧縮計画等の実施に伴

い、今後発生すると見込まれる
損失額を計上しております。
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期 別 第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日

項 目 至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

６．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転 同左

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま
す。

７．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たしている 同左
金利スワップについて、特例処

理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段･･･金利スワップ取引 同左

ヘッジ対象･･･借入金及び社債
(3) ヘッジ方針 (3) ヘッジ方針

デリバティブ取引は借入金利等 同左

の将来の金利市場における利率
上昇による変動リスク回避を目

的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。
８．その他財務諸表作成のた (1) 消費税等の会計処理 (1) 消費税等の会計処理

めの基本となる重要な事 消費税等の会計処理は、税抜方 同左
項 式によっております。

（ 会計方針の変更 ）

第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

当期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。
従来の「資本の部」の合計に相当する金額は1,713

百万円であります。
なお、財務諸表等規則の改正により、当期におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。
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（ 表示方法の変更 ）

第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

（関係会社株式の表示方法）
前期まで旧有限会社法の規定による有限社の持分

１百万円は、投資その他の資産の「関係会社出資
金」に含めて表示しておりましたが、会社法及び会

社法の施行に伴う関連法律の整備等に関する法律第

２条第２項により、その持分が有価証券（株式）と
みなされることとなったため、当期より投資その他

の資産の「関係会社株式」として表示しておりま
す。

（長期未払金の表示方法）

前期まで固定負債の「その他」に含めて表示して
おりました「長期未払金」は、当期において資産の

総額の100分の１を超えたため区分掲記しておりま

す。なお、前期末の「長期未払金」は211百万円で
あります。

（ 追加情報 ）

第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16

年４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課
税制度が導入されたことに伴い、当期から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表
示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会実務対応報告第12号）に従い

法人事業税の付加価値割及び資本割については、販
売費及び一般管理費に計上しております。この結

果、販売費及び一般管理費が89百万円増加し、営業

利益が89百万円減少し、経常利益が89百万円減少
し、税引前当期純利益が89百万円減少しておりま

す。
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注 記 事 項

（ 貸借対照表関係 ）

第 29 期 第 28 期

（2007年 2月28日現在） （2006年 2月28日現在）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する ※１．担保に供している資産及びこれに対応する

債務は、次のとおりであります。 債務は、次のとおりであります。
(1) 担保に供している資産 (1) 担保に供している資産

百万円 百万円

建 物 5,960 建 物 6,079
土 地 3,185 土 地 3,185

投 資 有 価 証 券 2 投 資 有 価 証 券 2

関 係 会 社 株 式 1 関 係 会 社 出 資 金 1
計 9,149 計 9,269

(2) 上記に対応する債務 (2) 上記に対応する債務
百万円 百万円

596 421１ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金 １ 年 以 内 返 済 予 定 長 期 借 入 金
長 期 借 入 金 3,195 長 期 借 入 金 3,791
買 掛 金 0 買 掛 金 0

計 3,792 計 4,214

※２．授 権 株 式 数 普通株式 80,000,000 株 ※２．授 権 株 式 数 普通株式 80,000,000 株

株式の消却が行われた場合には、これに相 株式の消却が行われた場合には、これに相
当する株式数を減ずる旨定款で定めておりま 当する株式数を減ずる旨定款で定めておりま

す。 す。

発行済株式総数 普通株式 24,489,016 株

※３． ※３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

2,004,590株であります。

※４．長期債権は、財務諸表等規則第32条第1項第 ※４．長期債権は、財務諸表等規則第32条第1項第

10号にいう｢破産債権、再生債権、更生債権 10号にいう｢破産債権、再生債権、更生債権
その他これらに準ずる債権｣であります。こ その他これらに準ずる債権｣であります。こ

のうち主なものは以下のとおりであります。 のうち主なものは以下のとおりであります。

主な債権の内容 金額 差入先 主な債権の内容 金額 差入先
百万円 百万円

差入保証金 3,681 株式会社小樽ﾍ ｲ゙ｼﾃｨ開発 差入保証金 3,681 株式会社小樽ﾍ゙ ｲｼﾃｨ開発

差入保証金 1,773 東栄株式会社 差入保証金 1,865 東栄株式会社

株式会社小樽ベイシティ開発 株式会社小樽ベイシティ開発

同社は、2001 同左年10月12日に民事再生手続の開始決
定を受け、2002年７月３日に別除権付き債権の取

扱いを除き、同社の再生計画が確定しました。当
該計画によれば、当社の差入保証金は、同社所有

の土地と建物に抵当権を付しているため、別除権

付き債権と定められています。今後同社と保証金
等の取扱を決定することになります。

東栄株式会社 東栄株式会社

同社は、2003年２月６日に民事再生手続の開始決 同左
定を受け、2003年11月26日に再生計画案が認可決

当社は同社に対し、店舗の賃借定を受けました。
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第 29 期 第 28 期

（2007年 2月28日現在） （2006年 2月28日現在）

に伴う保証金を差入れておりますが、賃借物件の

土地・建物に差入保証金と同額の抵当権を設定し

ております。
なお、同社の民事再生手続申立て後、当社の支払

賃料を差入保証金と相殺しております。

上記記載の差入保証金については、別除権協定の 上記記載の差入保証金については、別除権協定の
内容、各社の民事再生手続等の今後の進展及び資 内容、各社の民事再生手続等の今後の進展及び資

産の買取交渉次第ではありますが、その一部が返 産の買取交渉次第ではありますが、その一部が返
済されない可能性があります。 済されない可能性があります。

※５．長期差入保証金には、貸借対照表注記４．に ※５．長期差入保証金には、貸借対照表注記４．に
記載されている会社に対する敷金が、下記の 記載されている会社に対する敷金が、下記の

とおり含まれております。 とおり含まれております。
百万円 百万円

株式会社小樽ベイシティ開発 2,454 株式会社小樽ベイシティ開発 2,454

東栄株式会社 1,134 東栄株式会社 1,134

手続等の結果次第では、その 手続等の結果次第では、その各社の民事再生 各社の民事再生
一部が返済されない可能性があります。 一部が返済されない可能性があります。

※６ ※６．有価証券の時価評価により、純資産額が468
百万円増加しております。

なお、当該金額は商法施行規則第124条第３

号の規定により、配当に充当することが制限
されております。

（ 損益計算書関係 ）

第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

※１．売上仕入(消化仕入)契約に基づき販売した商 ※１．売上仕入(消化仕入)契約に基づき販売した商
品に係るものの金額は、次のとおりでありま 品に係るものの金額は、次のとおりでありま
す。 す。

百万円 百万円

売 上 高 22,208 売 上 高 22,103
売 上 原 価 18,513 売 上 原 価 18,389
売 上 総 利 益 3,695 売 上 総 利 益 3,713

※２．関係会社との取引 68百万円 ※２．関係会社との取引 68百万円

※３．関係会社との取引に係るものであります。 ※３．関係会社との取引に係るものであります。

※４．岩内店の閉店（2007年2月）に伴い発生した ※４．東苗穂店の閉店（2005年5月）に伴い発生し

損失額及び将来の店舗閉鎖に伴い発生すると た損失額を計上しております。

見込まれる損失額を計上しております。
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第 29 期 第 28 期

自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

※５．減損損失 ※５．

（1）減損損失を認識した資産グループの概要
(単位：百万円 )

場所 用途 種類 件数 金額

北海道 土地及び
店舗 7 2,828

札幌市他 建物等

北海道
遊休資産 土地等 5 426

函館市他

（2）減損損失の認識に至った経緯

店舗における営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスまたは継続してマイナスとなる
見込みである資産グループ及び、遊休状態

にあり今後使用目処が立っていない資産グル
ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損失に計上

しております。

百万円（3）減損損失の金額

建物 1,424
構築物 57

土地 482

器具備品 122
リース資産 913

無形固定資産 254
計 3,255

（4）資産のグルーピングの方法
キャッシュ・フローを生み出す最小単位とし

て、主として店舗を基本単位とし、また遊休

資産については物件単位毎にグルーピングし
ております。

（5）回収可能価額の算定方法
資産グループの回収可能価額は正味売却価額

または使用価値により測定しております。正

味売却価額は、土地については不動産鑑定士
による不動産鑑定評価基準または固定資産税

評価額等を基に算定した金額により評価して
おります。また、使用価値は将来キャッシュ

・フローを3.99％で割り引いて算定しており

ます。

※６．将来の利用が見込まれない自家発電装置の利 ※６．

用を停止したことにより、将来発生する予定
の損失額を計上しております。

※７．過年度の時間外手当の遡及精算額でありま ※７．過年度の時間外手当の遡及精算額でありま

す。 す。
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（ 株主資本等変動計算書関係 ）

当事業年度（自 2006年 3月 1日 至 2007年 2月28日）

１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末 当事業年度 当事業年度 当事業年度末
株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） 株式数

普通株式 2,004,590 900,000 － 2,904,590

（注）増加数の900,000株は、取締役会決議に基づく自己株式の取得によるものであります。
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（ リース取引関係 ）
（単位：百万円）

第 29 期 第 28 期

自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認めら １．リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計

額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残 額相当額及び期末残高相当額

高相当額

減価償却減価償却 減損損失
取得価額 期末残高取得価額 期末残高

累 計 額累 計 額 累 計 額 相 当 額 相 当 額相 当 額 相 当 額
相 当 額相 当 額 相 当 額

器具備品 6,280 3,095 882 2,301 器 具 備 品 8,046 3,893 4,153

そ の 他 22 10 - 12 そ の 他 19 10 9

合 計 6,302 3,105 882 2,314 合 計 8,066 3,904 4,162

(2)未経過リース料期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額
①未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 1,327 １ 年 内 1,709

１ 年 超 1,602 １ 年 超 2,550
合 計 2,930 合 計 4,259

②リース資産減損勘定の残高 630

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩減 (3)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利
額、価償却費相当額、支払利息相当額及び減 息相当額

損損失

支払リース料 1,495 支払リース料 1,971
リース資産減損勘定の取崩額 268 減価償却費相当額 1,813

減価償却費相当額 1,037 支払利息相当額 137
支払利息相当額 83

減損損失 899

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額について 同左

は、リース契約上に残価保証の取り決めがある
場合は当該残価保証額、それ以外は零とする定

額法によっております。

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額と 同左
の差額を利息相当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっております。

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料
１ 年 内 2,559 １ 年 内 2,559

１ 年 超 15,168 １ 年 超 17,728
合 計 17,728 合 計 20,288
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（ 有価証券関係 ）

第29期（2007年2月28日現在）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

第28期（2006年2月28日現在）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（ 税効果会計関係 ）

第 29 期
自 2006年 3月 1日
至 2007年 2月28日

１．繰延税金資産の発生の主な原因別内訳
（１）流動資産 （２）固定資産

百万円 百万円繰延税金資産 繰延税金資産
賞 与 引 当 金 139 3,514貸 倒 引 当 金

確 定 拠 出 年 金 未 払 金 53 店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金 1,778

販 売 促 進 引 当 金 47 減 損 損 失 1,120
構 造 改 革 損 失 引 当 金 40 確 定 拠 出 年 金 未 払 金 375

未 払 事 業 税 等 32 構 造 改 革 損 失 引 当 金 129
そ の 他 68 損 害 賠 償 金 未 認 識 額 121

繰 延 税 金 資 産 小 計 381 賃 借 料 85

評 価 性 引 当 額 381 税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 49

繰 延 税 金 資 産 合 計 - 役 員 退 職 引 当 金 36
79そ の 他

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 - 繰 延 税 金 資 産 小 計 7,291

評 価 性 引 当 額 7,291

繰 延 税 金 資 産 合 計 -

繰延税金負債

274その他有価証券評価差額金

前 払 年 金 費 用 102

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 74

繰 延 税 金 負 債 合 計 451

繰 延 税 金 負 債 の 純 額 451

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳

当事業年度において税引前当期純損失が計上されているため、記載を省略しております。
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（ １株当たり情報 ）

第 29 期 第 28 期

自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

１株当たり純資産額 79 円 40 銭 １株当たり純資産額 869 円 71 銭
１株当たり当期純損失 789 円 59 銭 １株当たり当期純利益 29 円 50 銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額については、１株当たり当期純損失が計上され 額については、潜在株式が存在しないため、記載
ており、また、潜在株式が存在しないため、記載 しておりません。

しておりません。

（注）１株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

当期純利益又は当期純損失（△） △17,151 百万円 707 百万円

普通株主に帰属しない金額 - 百万円 - 百万円

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△） △17,151 百万円 707 百万円

期中平均株式数 21,722,508 株 23,977,551 株

（ 重要な後発事象 ）

第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

１．第三者割当増資による新株式発行および主要株 自己株式の取得について

主である筆頭株主ならびに親会社の異動につい 2006年４月20日開催の取締役会において、商法
て 第211条ノ３第１項第２号の規定に基づき、自己

2007年４月２日開催の取締役会において、第三 株式（普通株式）92万株（上限）取得価額の総
者割当増資による新株式発行に関し下記の通り 額524,400千円（上限）の公開買付けを決議しま
決議いたしました。また、これに伴い、2007年 した。
4月23日付で主要株主の異動が見込まれ、当社 2006年４月21日の公開買付けの結果、普通株式
はイオン株式会社の連結子会社となる予定であ 90万株（取得価額513百万円）を取得しており
ります。 ます。

(1) 発行新株式の種類 普通株式

(2) 発行新株式数 8,700,000株

(3) 発行価額 １株につき460円
(4) 発行価額の総額 4,002 百万円

(5) 資本組入額 2,001 百万円
(6) 申込期間 2007年４月23日

(7) 払込期日 2007年４月23日

(8) 資本組入日 2007年４月23日
(9) 割当先 イオン株式会社

(10)増資資金調達の使途
手取概算額（発行諸費用概算額控除後）4,001

百万円については、名寄店の新設に2,496百万

円、既存店の改装に741百万円、残額764百万
円は運転資金に充当する予定です。
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第 29 期 第 28 期
自 2006年 3月 1日 自 2005年 3月 1日
至 2007年 2月28日 至 2006年 2月28日

(11)その他重要な事項

この第三者割当増資により2007年4月23日付で
主要株主の異動が見込まれます。主要株主の

異動が起きた場合、イオン株式会社が当社の

親会社に該当することとなります。

２．会社分割契約締結について
当社とイオン株式会社は、イオン株式会社の北

海道総合小売事業を会社分割により、イオン株

式会社の有する権利義務の一部を当社が承継す
ることに関して、イオン株式会社代表執行役社

長による決定及び当社取締役会の決議を経て吸

収分割契約を締結いたしました。概要は以下の
とおりであります。

(1) 会社分割契約締結の理由
この度の分割契約締結は、北海道エリアで総

合小売事業を展開する両社が、経営資源を集

中し経営の効率化を図るとともに、両社の強
みを生かして、より強固な収益基盤を構築

し、北海道エリアにおける総合小売事業の更
なる発展と成長を図ることを目的としており

ます。

(2) 承継する権利義務
イオン株式会社の北海道総合小売事業に関わ

る資産および負債ならびにイオン株式会社の
北海道総合小売事業に関する一定の契約上の

地位を承継いたします。

(3) 承継する事業部門の概要
① 承継する事業の内容及び規模

事業内容：北海道におけるジャスコ、イオ

ンスーパーセンター店舗の運営
開発事業

店 舗 数：11店舗
売 上 高：66,905 百万円（2007年2月期)

② 承継する資産、負債の項目および金額

（2007年１月20日現在）
資産 26,266 百万円

負債 15,095 百万円
(4) 承継の時期 2007年８月21日（予定）



 役  員  の  異  動 

<< 2007年 5月30日付 >>

１． 代表者の異動

（ 新　職 ）  （ 氏　名 ） （ 旧　職 ）

取締役会長 須貝　清助 代表取締役会長

２． その他の役員異動

(1) 新任取締役候補

取締役 天廣　俊彦 （ 現　当社　経営管理本部長　）

取締役（非常勤） 村井　正平 （ 現　イオン（株）　専務執行役　）

取締役（非常勤） 菊地　仁康 （ 現　イオン（株）北日本カンパニー
 北海道事業部長 ）

(2) 新任監査役候補

監査役（常勤） 小笠原　博 （ 現　当社　社長付 ）

監査役（非常勤） 藤永　信義 （ 現　当社　常勤監査役 ）

監査役（非常勤） 古原　伸一 （ 現　イオン（株）　関連企業部長 ）

　古原伸一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の候補者であります。

(3) 退任予定取締役
岡田　元也 （ 現　非常勤取締役 ）

(4) 退任予定監査役
佐藤　譲治 （ 現　非常勤監査役 ）

山下　昭典 （ 現　非常勤監査役 ）
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